
再生可能エネルギー需要家企業の

浮体式洋上風力に対する期待

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）
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2023年9月1日

第2回 東京都再エネ実装専門家ボード



2※売上は連結ベース概算。電力需要は海外拠点を含む参考値。 総消費電力は最新のエネルギー需給実績（確報）に基づく。

Since 2009

カーボンニュートラルへの移行に求められる企業へ。自ら行動するとともに、政策を支援

異業種から246社が集う

売上合計約148兆円、電力需要合計約74０億kWh（総消費電力の約8%）

2023年8月末時点。一部ロゴ未掲載企業あり。

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230421001/20230421001.html


企業を取巻く状況・再エネ実装への期待

 企業に求められる脱炭素は、「1.5℃整合・ネットゼロ」を踏まえた水準へ

 電力の脱炭素の先(運輸・産業プロセス等)を勘案した、再エネの大量実装が求められる

 再エネ大量実装に向け、浮体式洋上風力における低コスト化・開発期間の短縮等の早期実施とその実装を期待
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企業に求められる脱炭素は、「1.5℃整合・ネットゼロ」を踏まえた水準へ

【参考】： 環境省・経産省：グリーン・バリューチェーンプラットフォーム、 SBT、 RE100、EV100+、SteelZero、ConcreteZero、TCFD、IFRS

【目標要件： 強化】

・ 自社1.5℃水準、Scope3 Well below 2℃水準に

【目標年： 前倒し】

・ 最低2050年から、2040年に再エネ100%達成目標前倒し

【対象追加： 中大型車両】

・ 2040年までに、7.5t以上の全車両をゼロ・エミッション車に入替える

・ 2030年までに、7.5t～20t車両の新規調達をゼロ・エミッション車のみとする

【新規： 鉄鋼】

・ 2050年までに、ネットゼロ鉄鋼を100%調達

・ 2030年までに、50%の鉄鋼をSBTi等に沿って調達

【新規： コンクリート】

・ 2050年までに、ネットゼロ・コンクリートを100%調達

・ 2025年までに30％、2030年までに50%のコンクリートを、指定の炭素集約度を下回る形で調達

【開示要請： 日本】

・プライム市場にて、TCFD提⾔に沿った開⽰を要請

強
化

追
加

開
示 【世界の開示基準： 共通化】

・2023年6月、サステナビリティに関する開示の世界共通化を目的とした、スタンダードを公開

前倒し

重工業分野
も動き始め

開示強化

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/index.html
https://sciencebasedtargets.org/
https://www.there100.org/driving-renewables-time-change
https://www.theclimategroup.org/creating-market-medium-and-heavy-duty-zero-emission-vehicles
https://www.theclimategroup.org/steelzero
https://www.theclimategroup.org/concretezero
https://www.fsb-tcfd.org/
https://www.ifrs.org/groups/international-sustainability-standards-board/#about
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日本においても、早期の電力脱炭素化、その先を見据えた再エネ実装が望まれる

環境省・国立環境研究所 GHGインベントリ を基にIGES作成

発電
36%

産業
29%

業務 6%

運輸
18%

家庭 5%

その他 6%

日本のCO2排出量
11億トン

（2019年度 熱・電気配分前）

電力の先の脱炭素も
動き始める
(電化・グリーン水素活用等)

従来より、早い対応が
求められている

☞より早く、より多くの再エネが
産業界から求められる

☞ 再エネの安定供給が
産業の競争力に影響

https://www.nies.go.jp/gio/aboutghg/index.html


洋上風力の大きなポテンシャルの活用へ、都のリーダーシップを期待

環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」
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地域・政府との連携や、既存・今後の制度改正等も通じ、リードタイムの最大限の短縮を
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一般的な洋上風力発電の開発プロセス（領海内）

等

主に省庁・自治体が実施

主に事業者が実施

※ 福島洋上風力コンソーシアム「浮体式洋上風力発電導入マニュアル」、 経産省「再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会（第3回）資料」、 国土交通省「洋上風力促進小委員会」等の資料をもとにＪＣＬＰ事務局作成

海外事例(セントラル方式)等も参考に、制度検討・実施等を通じた期間短縮を
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http://www.fukushima-forward.jp/reference/pdf/study020.pdf
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/saisei_dounyu/pdf/003_02_00.pdf
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s304_youjouhuuryoku01.html
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東京都への期待

1.５℃目標に整合する脱炭素経路を勘案した、

大規模かつ迅速な再エネ実装に向け、

ゾーニング、ステークホルダー調整等による

開発案件形成・リードタイム短縮を通じ、

日本全体の浮体式実装を牽引するリーダシップを期待
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